
平成23年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

前年度課室名 地域福祉課

事務事業名称

民生児童委員事業

課　名 社会福祉課

市民
対
象

　○民生児童委員推薦会事業・・・・・・・・・・ 民生委員候補者を県知事に推薦するための会議

　○民生委員・児童委員活動費交付金・・・・民生委員・児童委員の職務遂行に要する経費を交付（県費）

　○民生委員協議会交付金・・・・・・・・・・・・ 民生児童委員協議会の運営に関する経費を交付（県費）

　○民生委員協議会会長活動費交付金・・・民生児童委員協議会会長が職務遂行に要する経費を交付（県費）

　○民生委員協議会活動推進費交付金・・・民生児童委員協議会の活動の充実を図るための経費を交付（県費）

　○民生児童委員協議会補助金・・・・・・・・ 民生委員及び民生児童委員協議会の活動・運営を支援

　○民生児童委員事務事業・・・・・・・・・・・・民生委員及び民生児童委員協議会に関する事務(会議出席、相談等）

民生児童委員の活動の支援を行うことで、民生児童委員の活動が活発化し、住民や子どもたちへの
相談・支援を行い、地域住民の社会福祉の増進に努める

3 1 頁
予算

目款 項

市債
事業内容（主な経費等）

決算額
（千円）

予算現額
（千円）

目
的

決算書 目　　　名

1

一般
評価

財源内訳

98

国・県支出金 その他

社会福祉総務費

事
業
概
要

事　業　名臨／経

経常
民生委員・児童委員活動
費交付金

58,200円×151人

開催回数3回
経常 民生児童委員推薦会事業 57

8,788

3

38,7888,788

3

報酬

負担金補助
及び交付金

5768

0

0

8383

1,356

経常 7,910
民生児童委員協議会補助
金

58,200円×151人×
0.9

負担金補助
及び交付金

経常
民生委員協議会会長活動
費交付金

11,920円×7人
84 30

経常 民生委員協議会交付金
1,500円×151人 負担金補助

及び交付金

負担金補助
及び交付金

負担金補助
及び交付金

経常 1,356

7,909

1,356

227227 227

7,909

0
民生委員協議会活動推進
費交付金

200,000円×5民協
178,000円×2民協 3

3

337経常 民生児童委員事務事業
消耗品等

需用費 37 8 29

10,462 7,995計 0 018,470 18,457



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２１～Ｈ２３（決算額）、Ｈ２４（予算現額） ６．H25年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

成
果
指
標

目
標
年
度

Ｈ２３単位

ｃ

数値

指標名

－
－

a 年間活動日数指標 年間活動件数

成果指標名

目標目標―

民生委員が市民に必要な援助を行うことにより、社会福祉の増進に寄与できる

目標

ｄｂ

指標の設定理由
社会福祉の増進

件

―

件

―

6,048 5,752 5,190件

―

Ｈ２１ Ｈ２３単位 Ｈ２２

件a

Ｈ２１ Ｈ２２活動指標名

課題

社会福祉の増進

数値

活
動
指
標 目標

b
―

20,290

―

―

― ― ―

c

ｄ

年間活動
件数

年間活動
日数

日 日20,929

―

日20,724
日

社会情勢の変化等に伴い、民生委員の業務が増加し、複雑で多岐に
わたるようになっている

方向性

18,448

Ｈ２４

18,591

Ｈ２２

市から民生児童委員に依頼する事項が多いため、必要に応じて業務
の精査を行っていく

7,995

7,946

18,457

対応（改善点等）

決 算 額 （千円）
Ｈ２３

18,409

Ｈ２１

7,987

うち経常経費 18,409

国　　費

財
源
内
訳

8,115

県　　費 10,462

市　　債

前年並

10,476

大半が県費で一部市単独事業
があり削減検討の余地がない
わけではないが、民生児童委
員の業務が増加する中、活動
支援の金額を削減することは
困難なため

18,44818,457

理由

7,987

6,56911,180

10,462 10,461

7,995

18,408

7,947

一般財源

そ の 他

7,947

うち経常

着眼点

住民や子どもの支援の件数やその他
の活動は地域福祉の向上につながる
ため

活動指標の分析

責任領域の精査

事業対象の確認
 ③ 受益の
　　対象性

 ② 行政の
　　関与性

3
 ④ 手段の
　  妥当性

事業費に係る人件費 10,325 9,635

3 すべての市民が対象のため

3

分析根拠分析

少子高齢化や社会経済情勢等によ
り、民生委員の業務が増加している
ため

民生委員法や県からの権限移譲によ
り定められているため

3
 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認

民生委員の業務を精査すること。

民生委員が地域で活動し、地域福祉
に貢献していると思われるため

3成果指標の判断

継続

事業の方向性

 ⑤ 事業の
　  有効性

評価内容

3

3

33

3

0

1

2

3
事業の必要性

行政の

関与性

手段の

妥当性

事業の

有効性

受益の

対象性

分析グラフ


